別紙２

社会福祉法人刈谷市社会福祉協議会喫茶等運営業務
仕様書
（総則）

第1条　この業務仕様書は、社会福祉法人刈谷市社会福祉協議会喫茶等運営業務委託（以下「業務」という。）の施行に関し必要な事項を定めるもので、発注者及び受注者は、この業務仕様書に基づき、これを履行しなければならない。
（実施場所）
第２条　業務の実施場所は以下のとおりとする。
　所在地　愛知県刈谷市下重原町３丁目１２０番地
　施設名　刈谷市高齢者福祉センター内　喫茶ふれあい

（販売利用可能箇所）
第３条　販売利用可能箇所については以下のとおりとする。
（１）製品販売用ケース（１．６２㎡）の設置
（２）嗜好品販売用ケース（１．３２㎡）の設置
（３）利用者向け飲食物の提供に係る厨房室（１２．２３㎡）の利用
２　前項の内容以外での販売行為は行わないこと。

３　販売利用可能箇所以外での販売が必要な場合は、発注者と受注者が協議のうえ決定するものとする。
（食数等）

第４条　喫食の対象は、施設利用者、発注者の指定する者及び発注者の従業員（以下「利用者」という。）とする。
２　提供数量を適切に把握し、利用者に支障がないようにすること。
（営業日、営業時間）

第５条　日曜日、祝日（敬老の日を除く。）及び発注者が別に定める日を除く日について、以下のとおり喫茶等を営業する。ただし、営業日、営業時間等、変更がある場合は発注者と受注者が協議のうえ決定するものとする。

（１）　喫茶　　午前９時から午後３時まで
（２）　昼食　　午前１１時から午後２時まで
（３）　売店　　午前９時から午後４時まで
２　前項に規定する時間以外に業務を行わなければならないときは、発注者と受注者が協議のうえ決定するものとする。
（委託料及び業務遂行に伴う費用）

第６条　受注者は、発注者より喫茶等運営業務を受託するにあたり、その運営に関する受託料の請求はしないものとする。

２　業務遂行に伴う費用負担区分は、別表１「費用負担区分」に定めるものとする。

（提供品目、価格）

第７条　高品質かつ低価格で利用者に合わせたメニュー・サービスを提供できるように努めなければならない。提供品目、価格等については以下のとおり。

（１）昼食、軽食、飲み物等を提供する。
（２）昼食メニューは日替わり定食２種以上のほか、固定の定食、麺類（うどん、そば、ラーメン）、カレーライス等、利用者の要望に応えられる豊富なメニューとする。
（３）月1回以上、イベントメニューを提供する。
（４）すぎな作業所製品、アイスクリーム、菓子類等の販売を販売利用可能箇所の範囲内で行う。
（５）年1回以上は利用者にアンケートなどで要望を調査し、メニュー、味付け等を改善する。
（６）食品サンプル等の設置やメニュー、栄養成分の表示を行う。

（７）アルコール類、タバコについては販売を禁止する。

（８）価格については発注者と受注者が協議のうえ決定するものとする。

（９）喫食代金については、現金販売とし、受注者が喫食者より直接現金にて徴収する。

（従業員）
第８条　従業員又はその同居者、家族等が次の疾患にかかった場合（疑いのある場合も含む。）、受注者は調理作業に関する全ての業務に当該従業員を就業させてはならない。

（１）感染症法に規定された感染症

（２）感染症の保菌者

（３）化膿性創傷、伝染性皮膚疾患

（４）検便による食中毒原因菌保菌者

（５）下痢、嘔吐等の食中毒症状がある場合

２　受注者は急病及び衛生管理上問題が生じる等の理由で、やむを得ず従業員が業務に従事できない場合は、速やかに発注者へ連絡するとともに、受注者の責任において、代替者を配置するなど業務の履行に支障のないよう代替策を講ずること。また、衛生管理上問題が生じる場合は、速やかに発生連絡票を提出し、問題収束時には、報告書または顛末書を提出すること。
３　人との対応は礼儀正しく、懇切丁寧を旨とし、粗暴な言動があってはならない。
４　厨房内は禁煙とする。
５　発注者が指定する場所以外での喫煙、飲食その他勤務の妨げとなる行為をしてはならない。
６　作業中は、厨房内に関係者以外の者を入れないとともに、作業に関係ない物又は不要な物を持ち込まないこと。
７　受注者は発注者の業務遂行に支障をきたすような行為をしてはならない。なお、その行為があった場合には、発注者は、受注者に対し従業員の交代を求めることができる。

８　従業員の昼食及び休憩については、発注者の指定する場所で行うこと。
９　従業員に対する指揮、命令は、末端まで徹底する組織体制であること。

（業務内容及び分担）
第９条　業務内容及び分担については、別表２「業務内容及び分担区分」によるものとする。

（施設、什器備品の貸与）

第１０条　別表３「貸与可能な什器備品」に示す物品を受注者に無償で貸与する。
２　受注者は、施設内に貼り紙及び看板等を掲示する場合、事前に発注者の承諾を得なければならない。
３　受注者は、発注者から貸与された施設物件のほか、発注者の承諾を得て受注者の施設物件を使用することができる。
（残滓・残渣等廃棄物の処理）

第１１条　残滓、残渣は、発注者の指示する方法で所定の場所に搬出処理し、容器等は清潔に保つこと。
２　可燃ごみ、空き缶、プラスチックゴミ、ダンボール等の廃棄物は、それぞれ発注者の指示する方法で、所定の集積場まで搬出すること。
３　廃油は受注者が責任を持って処分すること。
４　各廃棄物集積場は、常に清潔な状態を保つこと。
（厨房施設内外の清掃及び日常点検）

第１２条　厨房施設内外の清掃及び日常点検に関する事項は、次のとおりとする。

（１）厨房内で使用する設備は清掃及び整理整頓を行い、日常点検を行うこと。

（２）日常点検により異常を認めたときは、速やかに発注者に報告すること。
（３）受注者は使用する厨房、厨房内グリストラップ等を常に清潔に保持するとともに、定期的に清掃消毒し、防虫防鼠に万全を期すため、駆除を半年に1回以上（発生時にはその都度）実施し、発注者に報告をすること。報告書は刈谷市高齢者福祉センター給食調理業務厨房内のものと合わせてもよい。

（４）冷凍庫、冷蔵庫及び食品庫は常に清潔に管理すること。

（安全・衛生管理）

第１３条　安全・衛生管理に関する事項は、次のとおりとする。

（１）次の関係法規及び衛生基準等を遵守すること。
ア　厚生労働省「大量調理施設衛生管理マニュアル」（平成２９年６月改正）

イ　食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）

ウ　労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）

エ　その他関係法令及び関係省庁の通知文

（２）日常点検中または業務遂行中、異常を認めたときは速やかに発注者に連絡すること。
（３）受注者は従業員の健康状態に注意し、異常を認めたときは速やかに発注者に連絡すること。また、健康診断結果の写しを発注者に毎年提出すること。
（４）業務に就く従業員は、月２回の検便を実施すること。１０月から３月までの間は月1回以上のノロウイルス検査を実施し、必要時にもノロウイルス検査を実施すること。また、結果報告書を速やかに発注者に提出すること。
（５）保健所等の検査機関による検査や、発注者による施設・設備衛生等の調査、その他必要な調査・検査については、これに協力し、指示に従うこと。
（６）受注者は定期的な衛生巡回及び自主検査を実施し、その内容及び結果を発注者へ報告すること。

（７）嘔吐等の発生時には適切な処理を行い、汚染・感染防止に努めること。

（施設機器及び厨房器具等の管理）

第１４条　施設機器及び器具等の管理に関する事項は、次のとおりとする。

（１）使用に際しては、最善の注意を払い、丁寧な扱いを心掛けること。
（２）故障若しくは破損したとき、容易に補修できる場合は、自ら行うこと。
（３）破損した場合は、直ちに発注者に報告しその指示に従うこと。この場合において、受注者の責めに帰すべき理由により当該破損が生じたときは、その損害を賠償すること。
（４）厨房を退出するときは、窓、扉等の施錠、消灯、ガス栓の閉止及び各種設備機器類の停止等を確認したうえで退出すること。
（５）定期的又は必要に応じて以下の業務を行うこと。
　　ア　食器類の漂白消毒及び洗浄、点検
　　イ　食器洗浄機、フライヤー、スチームコンベクション、湿温蔵庫、食器消毒保管庫、冷蔵庫等の点検整備及び分解清掃
　　ウ　はかり、温度計（中心温度計、放射温度計）の校正及び清掃

　　エ　殺菌庫の殺菌灯の交換
　　オ　台車、配膳車等の清掃
　　カ　スライサー、フードカッター等の点検、整備、刃研ぎ
　　キ　包丁研ぎ
　　ク　食品庫、食器棚の整理
　　ケ　保管庫、冷凍庫、冷蔵庫等を含む場内清掃
（研修）

第１５条　研修に関する事項は、次のとおりとする。

（１）安全、衛生管理及び調理、食品の取扱等が適正かつ円滑に行われ、運営が適正に実施できるように、受注者の従業員に対して体系的な研修を年１回以上実施するとともに、研修の結果について研修資料を添えて発注者に報告すること。
（２）発注者が必要と認めた場合には、発注者又は第三者が実施する研修、会議及びその他の行事に受注者の職員を参加させること。

（３）受注者は新規採用者を従事させる場合は、必ず研修を実施したうえで調理業務に従事させること。
（４）発注者が開催する虐待防止委員会の研修に参加すること。

（食中毒、異物混入等への対応）
第１６条　受注者は、食中毒発生の疑い、異物混入、その他の調理業務に関して発生した問題の処理にあたるときは、直ちに発注者に報告し、その指示に従い対応し、その結果を文書により発注者に報告すること。
（火災、盗難の防止）

第１７条　受注者は、火元責任者を配置し、火災、盗難の予防について常に万全を期し、これに関して発注者の指示に従わなければならない。なお、高齢者福祉センターの火元責任者と兼務してもよい。
２　発注者および消防署より指導があった場合には、受注者は適切に対処すること。
（地震等非常災害時の対応）

第１８条　地震等非常災害が発生したとき若しくは南海トラフ巨大地震等に対する事前対策が必要になるときは、安全対策や出火防止対策に協力するとともに、調理場を炊き出し等で使用できるように体制を敷くこと。
（協力）

第１９条　施設行事等の参加の指示があれば協力すること。
２　発注者が必要と認める各種調査に協力すること。

３　発注者が行う調理場施設整備工事等に協力すること。
（経費の削減）　

第２０条　受注者は、適正な業務の実施ができるよう、経費の削減に努めなければならない。特に、電気、ガス、水道の不必要な使用を避けるとともに、故障の原因にならないように設備・調理機器の正しい取扱い操作や食器・器具の丁寧な取扱いなど、設備・備品の維持管理について留意すること。
（別表１）
費用負担区分
	発注者の負担
	受注者の負担

	1 食事施設費（償却・修繕費含む）

2 什器・備品費（購入と補充）
3 水道及び光熱費

4 冷暖房空調費

5 グリストラップ清掃費
6 施設の消毒費

7 ごみ、残滓、残渣処理費
8 喫茶ホール清掃費


	1 食材料費

2 人件費

3 保健衛生費

4 交通費

5 教育研修費

6 福利厚生費

7 通信連絡費

8 事務用品及び諸雑費

9 本社管理費
10 関係官庁等手続関係費
11 業務運営に関する保険費用

12 厨房内消耗品（マスク、ラップ、洗剤等）

13 廃油処理費

14 害虫駆除費


（別表２）
業務内容及び分担区分
	区　分
	業　　務　　内　　容
	発注者
	受注者
	備　　考

	栄　養

管　理
	献立表の作成（行事食等含む）
嗜好調査・喫食調査等の企画・実施
発注書及び納品書の保管
	
	〇
〇
〇
	

	調　理
作　業
管　理
	作業仕様書の作成

調理
盛り付け

食器洗浄消毒
	
	〇
〇
〇
〇
	

	材　料
管　理
	食材料の調達（契約から検収まで）
食材料の検収検品・記録
検収記録簿の確認
食材料の保管・在庫管理
食材料の出納事務
	〇

	〇
〇
〇
〇
	

	施設等
管　理
	食事施設、主要な設備の設置・改修
食事施設、主要な設備の管理

その他の設備（調理器具・食器等）の確保

その他の設備（調理器具・食器等）の日常的保守

使用食器の確認
	〇
〇
〇
	〇
〇
	


	区分
	業務内容
	発注者
	受注者
	備　考

	衛　生
管　理
	衛生面の遵守事項の作成
食材料の衛生管理
施設・設備（調理器具・食器等）の衛生管理
衣服・作業者等の清潔保持状況等の確認
保存食の確保
直接納入業者に対する衛生管理の指示
帳票類（厨房日誌・加熱食品記録表・個人衛生点検表・冷蔵庫冷凍庫温度記録表・食品衛生日々点検表等）の作成

帳票類（厨房日誌・加熱食品記録表・個人衛生点検表・冷蔵庫冷凍庫温度記録表・食品衛生日々点検表等）の点検・確認
緊急対応を要する場合の指示
	〇
〇
〇
	〇
〇
〇
〇
〇
〇

	

	労　働
安　全
衛　生
	健康管理計画の作成（健診・検便等）
定期健康診断の実施
健康診断結果の保管
健康診断実施状況等の確認
検便の定期実施
検便結果の確認
事故防止対策の策定
事故防止対策の確認
	〇
〇
〇
	〇
〇
〇
〇
〇
	

	販　売
	すぎな作業所製品の搬入及び陳列
すぎな作業所製品の販売
嗜好品の仕入れ及び販売
	〇
	〇
〇
	

	その他
	調理従事者に対する研修・訓練
関係官庁等に提出する喫茶関係の書類等の確認・提出・保管管理
上記書類等の作成
	〇
〇
	〇
〇
〇
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